
ゆっくりすべり

（３）防災対応の実施のための仕組みや配慮事項
 防災対応を実行するに当たっての仕組み

＜防災対応の計画づくり＞混乱なく適切に防災対応を取るためには、国、都府県、市町村、企業等
が取るべき防災対応の計画をあらかじめ定めることが必要。

＜異常な現象が観測された際の情報のあり方＞大規模地震発生の可能性が相対的に高まったと評
価された場合、該当するケースや、警戒のレベルに応じた防災対応が取れるよう、情報の内容等に
ついて名称や位置づけを検討することが必要。

 被害をできるだけ軽減するためには、突発的に大規模地震が発生することが多いことも踏まえ、まずは日頃からの地震への備えを行うことが大事であり、不確実ではあるものの、異常な現象が観測された際には、その情
報を被害軽減に役立てるという認識が重要。

 国は制度等について検討を進めるとともに、関係省庁と連携して各個別分野の防災対応の方向性について検討し、それらを踏まえたガイドライン（仮称）を速やかに提示することが必要。
 そのガイドライン（仮称）をもとに地方公共団体や企業等の具体的な防災対応の検討を促進させることが重要。

はじめに（検討の背景）
 平成29年に「南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応検討ＷＧ」において、南海トラフ沿いで観測される可能性が高く、かつ大規模地震につながる可能性がある典型的なケースを想定して、防災対応の基本的な

考え方を整理。
 確度の高い地震の予測は困難であり、大震法に基づく現行の地震防災応急対策は改める必要があるが、現在の科学的知見を防災対応に活かすという視点は重要。
 上記の防災対応の基本的な考え方に基づき、静岡県、高知県、中部経済界をモデル地区として、地域の実情を踏まえた具体的な防災対応について検討。

南海トラフ沿いでの異常な現象が観測された場合の防災対応のあり方や防災対応を実行するにあたっての仕組みについてとりまとめ。

南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応のあり方について（報告） 【概要】
平成30年12月 中央防災会議 防災対策実行会議

南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応検討ＷＧ

（２）各ケースにおける住民や企業等の防災対応の方向性
 大規模地震発生の可能性、社会の状況、避難等の防災対応に対する受忍の限度等を踏まえ、具体の防

災対応の内容及び最も警戒する期間について整理。

 本ワーキンググループにおける各ケースの防災対応は、標準的な考え方を示したものであり、住民、地
域、企業等、個々の状況に応じて、自ら可能な防災対応を実施することが重要。

（半割れケース）
最も警戒する期間は1週間を基本、その後さらに1週間「一部割れケース」の防災対応を実施。
＜住民＞・地震発生後の避難で明らかに避難が完了できない地域の住民は避難。

・地震発生後の避難では間に合わない可能性がある地域の要配慮者は避難し、それ以外の者
は、避難の準備を整え、個々の状況等に応じて自主的に避難。
・それ以外の地域の住民は、日頃からの地震への備えを再確認する等警戒レベルを上げる。

＜企業＞・不特定多数の者が利用する施設や、危険物取扱施設等については、出火防止措置等の施設
点検を確実に実施。

・大規模地震発生時に明らかに従業員等の生命に危険が及ぶ場合には、それを回避する措置
を実施。
・それ以外の企業についても、日頃からの地震への備えを再確認する等警戒レベルを上げる。

・地震に備えた事業継続にあたっては、一時的に企業活動が低下しても、後発地震が発生した
場合にトータルとして被害軽減・早期復旧できる措置を推奨。

おわりに（具体的な防災対応を実施するための今後の取り組み）

（一部割れケース）
最も警戒する期間は1週間を基本として防

災対応を実施（必要に応じて避難を自主
的に実施）。

（ゆっくりすべりケース）

すべりの変化していた期間と概ね同程度の期間
が経過し、新たな変化がないと評価されるまで、
防災対応を実施。

・日頃からの地震への備えを再確認する等警戒レベルを上げることを中心とした防災対応を取る。

・企業の地震に備えた事業継続にあたっては、一時的に企業活動が低下しても、後発地震が発生し
た場合にトータルとして被害軽減・早期復旧できる措置を推奨。

 住民や企業等の防災対応を検討・実施するに当たって、配慮すべき事項

＜住民や企業等の防災対応の検討を促すためのガイドライン（仮称）＞住民や企業等が防災対応を検討・実施
するため、国は、防災対応の基本的な考え方、検討すべき項目、検討手順、留意点等を示すことが必要。

＜個別分野における防災対応の検討に当たって配慮すべき事項＞住民や企業における防災対応の方向性を踏ま
え、通信や物流等の指定公共機関に加えて、学校や病院等の個別分野における防災対応の方向性について、関
係省庁と調整の上、明らかにすることが必要。

（半割れケース）
・南海トラフの想定震源域内のプレート境界においてM8.0以上
の地震が発生した場合。

・震源地付近の地域を中心に甚大な被害が発生し、政府では、
緊急災害対策本部等が設置され、被災地域での人命救助を
第一とした切迫した応急活動を開始。地震発生直後に、南海
トラフ全域の沿岸地域に津波警報等が発表され、被災地域以
外でも、住民が高台や避難場所に避難を始めるなど、平常時
ではなく災害時の社会の状況。

（一部割れケース）
・南海トラフの想定震源域内のプレート境界においてM7.0以上、
M8.0未満の地震が発生した場合。

・震源域付近の地域では、強い揺れを感じるとともに、一部の
沿岸地域では緊急地震速報・津波警報等が発表され、住民
が避難を始めているものの、多くの地域では大きな被害が発
生していない状況。

（ゆっくりすべりケース）

・ひずみ計等で有意な変化として捉えられる、短い期間にプ
レート境界の固着状態が明らかに変化しているような通常と
は異なるゆっくりすべりが観測された場合。

・ひずみ計等においてゆっくりすべりが観測されているものの、
揺れを感じることはなく、また津波も発生せず、交通インフラ
やライフライン等は通常通りに活動。

（１）南海トラフ沿いで発生する典型的な異常な現象の評価基準と社会状況
 異常な現象が観測され大規模地震発生の可能性が平常時と比べて相対的に高まっていると評価される

典型的な３つのケースを整理。

南海トラフ沿いで異常な現象が観測された場合の防災対応の方向性

西側は連動するのか？

南海トラフ東側で大規模地震(M8ｸﾗｽ)が発生

南海トラフで地震(M7ｸﾗｽ)が発生

南海トラフの大規模地震の前震か？


